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エイズ相談及び HIV 検査件数の報告について 
 

 

標記については、平成４年５月28日健政計第25号・指第47号・健医感第33号厚

生省健康政策局計画課長・同指導課長・同保健医療局疾病対策課結核・感染症対

策室長通知「エイズ対策の推進について」により、実施されてきたところである

が、今般、報告様式を別紙のとおりとしたので、別添の留意事項をご確認の上、

令和７年第３四半期報告分より使用するようお願いする。 

なお、HIV 郵送検査の件数については、令和７年度感染症予防事業費等国庫負

担（補助）金（特定感染症検査等事業）の内示日以降に当該事業において実施さ

れるものを「国庫補助対象」、それ以外のものを「その他」へ計上するようお願

いする。 
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別 添 

《留意事項》 

 

１ 本報告の対象について 

  本報告は、地方公共団体が実施主体であるものを対象としています。具体的

には、地方公共団体が自ら実施しているもの（直営）、もしくは地方公共団体

が医療機関や NGO 等関係団体に委託して実施しているもの（委託）です。 

   例えば、地方公共団体の経費負担がなく、医療機関等の協力によって実施し

ているものや NGO 等関係団体に補助しているものについては、対象となりませ

ん。 

 

２ 直営実施について 

   直営実施には、地方公共団体の職員自ら対応する場合のほか、報償費・賃金

等の雇上職員が対応する場合も含みます。 

  「直営実施」の「担当部局」、「保健所」には、担当部局、保健所での通常勤

務時間に実施している相談や検査件数を計上してください。また、例えば保健

所での夜間・休日の相談・検査や、イベント等で実施した相談・検査（いずれ

も直営の場合）については、それぞれ「その他」に計上してください。 

 

３ 検査時における相談について 

   相談件数について、検査時のカウンセリングや、検査受付予約時の簡単な相

談など、検査件数と重複することが明らかなものについては、原則として、相

談件数としては計上せず、検査件数として計上してください。 

 

４ HIV 郵送検査の計上について 

HIV 郵送検査は、「保健所等で実施する HIV 郵送検査の手引き」（令和７年６

月厚生労働省健康・生活衛生局感染症対策部感染症対策課）において、「郵送

検査は、プレ検査であり、スクリーニング検査に代わるものではない」として

います。よって、スクリーニング検査である HIV 抗体検査とは異なる扱いとな

るため、「HIV 郵送検査」に計上した件数を「HIV 抗体検査」の「直営実施」又

は「委託実施」に重複して計上しないようご留意願います。 

「HIV 郵送検査」の「送付件数」、「結果判定件数」及び「うち陽性」につい

ては、それぞれ当該月における実績を記載してください。ただし、「結果判定

件数」及び「うち陽性」については、検査キットの送付から結果判定までに時

間を要するため、当該月の「結果判定件数」及び「うち陽性」が「送付件数」

の内数になるとは限らないことにご留意願います。 



 

また、「送付件数」は受検者に対して検査キットを送付した日を基に、「結果

判定件数」は検査結果の判定日を基に、件数を計上してください。 

 

５ エイズ治療拠点病院における HIV 抗体検査について 

  「HIV 検査」の「委託実施」には、平成16年10月29日健疾発第1029004号厚

生労働省健康局疾病対策課長通知「『エイズ治療拠点病院における HIV 抗体検

査の実施について』の改廃について（HIV 抗体検査に係る迅速な検査方法の導

入推進）」により実施する事業は含まないことにご留意願います。なお、当該

事業に基づく報告については、平成14年８月13日健疾発第0813001号「エイズ

治療拠点病院における HIV 抗体検査件数の報告について」のとおりであること

を、念のため申し添えます。 

 

６ 提出について 

  本報告は、四半期取りまとめの上、翌月10日までに担当者へ報告願います。

なお、提出にあたっては、都道府県が管内の保健所設置市等の報告分を取りま

とめの上、提出するようお願いします。 


